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当別町 
の概要 



当別町地域 

新ｴﾈﾙｷﾞｰﾋﾞｼﾞｮﾝ
(H16.3) 

当別町地域新ｴﾈﾙｷﾞｰ 
ﾋﾞｼﾞｮﾝﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ 
推進基本方針 

(H26.4～) 

当別町まち・ 
ひと・しごと 

創生総合戦略
(H27.10) 

当別町地球 
温暖化対策 
推進実行 
計画 

(H28.5) 

当別町再生可
能エネルギー
活用推進条例

(H28.4) 

【改定版】当別町 
地球温暖化対策 
推進実行計画 

(H30.6) 

国連気候変
動 

枠組条約 
(H6発効) 

京都議定書 
COP3 

(H9採択) 

地球温暖化対
策の推進に関
する法律 

(H11.4施行) 

新地球温暖
化 

対策推進大
綱(H14.3策

定) 

地球温暖化 

対策推進大
綱(H10.6策

定) 

京都議定書 

目標達成計
画 

(H17.4) 
H2年比 
6%削減 

パリ協定 
COP21 

(H28.11発効) 

京都議定書 
COP3 

(H17.2発効) 

パリ協定 
約束草案 

(H27.7) 

※約束草案 
地方自治体（その他業務部門） 
H42年までに 
H25年比 
40%削減 

①国際的な取組 

②国内の取組 

③当別町の取組 

当別町の温室効果ガスを削減するための取組 

H6 現在 

H32年までに 
H27年比 
5%削減 

H42年までに 
H25年比 
40%削減 

削減目標 

政策 

H31年までに 
1,270tco2/年削減 



木質バイオマス 
を活用した地域循環 
可能性調査事業 

(H28.3) 

木質バイオマス 
熱利用事業化計画 

策定事業 
（策定予定） 

バイオマス 
活用推進計画 

(策定予定) 

地球温暖化 
対策推進実行
計画(H30.6) 

バイオマス産業 
都市構想策定 

(未定) 

総合体育館防災対応
型再生可能ｴﾈﾙｷﾞｰ等

導入事業 
(H28.2) 

公共施設への 
木質バイオマス 
ボイラの導入 

(H31以降) 

地域熱利用 
など先進技術 

導入等 
（未定） 

廃棄物バイオマス 
事業可能性調査 

（未定） 

①全体計画 

②設備計画 

③設備導入 

H27 H30 H31 将来 

当別町の温室効果ガスを削減するための取組 

計画・導入 

(環)地方公共団体カーボン・
マネージメント強化事業 

(道)地域新ｴﾈﾙｷﾞｰ調査設計 
導入強化事業 

(環)再生ｴﾈﾙｷﾞｰ電気・熱 
自立的普及促進事業 

(環)防災拠点等への再生可能 
ｴﾈﾙｷﾞｰ等導入推進事業 

当別町・重点「道の
駅」への地中熱利用

設備導入事業 
(H29.2) 

(環)再生ｴﾈﾙｷﾞｰ電気・熱 
自立的普及促進事業 

日本有機資源協会協力 
 

地域資源を活用した 
農業活性化事業 

（地中熱調査ほか） 
(H28.3) 

(内)地域活性化地域生活等 
緊急支援交付金タイプⅠ 



当別町の取り組み 

【 １．ene・BUS事業】 

コミュニティーバス事業（H18.4～） 

当別町、大学、開発業者が 

それぞれ運行していたバスを一元化 

ＢＤＦプロジェクト（H19.4本格使用開始） 

使用済み天ぷら油を精製して 

コミュニティーバスの運行に使用 

J-VERプロジェクト（H21.1モデル事業認可） 

削減した温室効果ガスをオフセットクレジット 

として認証。 



ene・BUS（H27.2事業開始） 

エネルギーの地産地消促進事業 

売電収入をコミバス運行経費の一部に充当 

太陽光発電施設

【北海道】

【北海道電力】
【当別町】

●固定価格買取制度上の手続き

●発電設備の設置及び管理

●売電収入等資金の管理

【（有）下段モータース】

●地域振興事業等（コミバス運行事
業）の実施

●省エネ・新エネに関する取組み
（BDFの活用）

●発電施設の維持管理

ene・BUS
（コンソーシアム）

◎当別町
◎（有）下段モータース

売電

売電
収入

補助等

設置

実施
管理

管理等

発電

負担金

【ゆとりっち稲穂太陽光発電所】 
所在地    当別町下川町１２３－４２ 
運転開始日 平成２７年２月２３日 
パネル枚数 １６０枚 
発電出力   ４８ｋＷ 
※北海道「エネルギーの地産地消促進事業」活用 

161万円を 
運行経費に充当 
（Ｈ29実績） 



当別町の取り組み 

【 ２．メガソーラー発電（日通商事㈱） 】 

 太陽光発電事業の協定を締結（当別町-日通商事 H26.11) 

当別町は、遊休地を貸付 

町有地２か所 

発電出力合計1,290kWh 

発電実績 1497,000kWh/年(H29実績） 



当別町の取り組み 
【 ３．総合体育館への災害対応型再エネ設備導入事業 】 

平成27年度二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金 

防災拠点等への再生可能エネルギー等導入推進事業を活用 

総合体育館に再エネ設備を導入！ 

①太陽光パネル（壁面設置）45.6kW 

②リチウムイオン電池 84.4kWh 

③ペレットボイラ 350,000kcal 

④LED照明 150W×58灯 
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当別町の取り組み 
【 ４．地域資源を活用した農業活性化事業 】 

 平成27年度地域活性化・地域住民生活等緊急支援交付金 

地域資源（地中熱）を活用した農業活性化事業 

・当別町太美地区の地中熱調査（3ヶ所） 

・地中熱・ＩＣＴを活用し、冬季の栽培実証 

・遊休施設を利用 

・ゼロエネルギー化に向けた検討 



石狩太美付近の地下水温度分布 

出典「5萬分の1地質図幅説明書 石狩 

（札幌-第12号）(地質調査所 昭和55年)」 

18.4℃ 

24.3℃ 

26.1℃ 

20.6℃ 

標高-50ｍにおける地下水平面分布(赤丸赤字本業務) 

出典：豊平川左岸域の地下水変動及び地下水温度垂直分布観測,p7 

深見(北海道立地質研究所)、長谷川(千葉大学)、佐倉（千葉大学） 

寒地土木研究所平成19年技術研究発表会 

18 ～ 26℃ 

太美地域 

[地中熱調査結果（熱応答試験結果から推定）] 

 



当別町の取り組み 

【 ５．当別町・重点「道の駅」への地中熱利用設備導入事業 】 

 平成28年度二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金 

再生可能エネルギー電気・熱自律的普及促進事業を活用 

道の駅に地中熱ヒートポンプ設備を導入！ 

①暖房能力 59.6kW 

②ボアホール 100 m×11本 
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当別町の取り組み 

【 ６．当別町地球温暖化対策推進実行計画 】 

 
平成29年度二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金 

地方公共団体カーボンマネージメント強化事業を活用 

本計画における目標値 
2013年度（平成25年度）を基準年度として 

2030年度（平成42年度）までに 
温室効果ガス排出量を40％削減 

3,278

5,463

0 1,000 2,000 3,000 4,000 5,000 6,000

2030年度

目標

基準年度

（2013年度）

温室効果ガス排出量（ｔCO2/年）

基準年度（2013年度）排出実績と2030年度の目標値

2,185 tCO2削減

４０％削減



電気
74%

A重油

18%

灯油

6%

その他

2%

2013年度 排出量の燃料別内訳

電気

A重油

灯油

その他

（ガス、軽油、ガソリン）

温室効果ガスの排出状況の把握 

A重油18%・暖房の使用が主！ 
木質ﾊﾞｲｵﾏｽﾎﾞｲﾗ導入が 

効果的 

電気使用が74%！ 
LED導入や動力のインバータ化

などが効果的 

排出量が多い部署 
 農務課 排水機場のポンプ動力 
 学校教育課 暖房 
 上下水道課 ポンプ他施設動力 



目標達成に向けた基本方針 

①木質バイオマスや地中熱など地域資源を活用した設備導入・更新などによる削減 

④庁内職員の運用改善による削減 

②再生可能エネルギーによる電力の活用による削減 

③その他、地域の特色を活かした取組などによる削減 



 

 

 
  

 

 

 

 
   

 



今後の展開 
【 木質バイオマスの地域利用を進めていく 】 

 • 平成26年度 木質バイオマス産業創造勉強会（町内有志による勉強会） 

    森林業の現状・情報収集・木質バイオマス利用の可能性・課題の整理 

• 平成27年度 木質バイオマスを活用した地域循環可能性調査 

    木質ﾊﾞｲｵﾏｽは豊富な賦存量があり、地域資源を地域で使う仕組みが必要。 

    事業化できる可能性大 

• 平成28年度 木質バイオマスの地域循環の重要性について 

    普及啓発を実施（ワークショップ、セミナー） 

• 平成30年度 木質バイオマス熱利用事業化計画 

    公共施設への木質ﾊﾞｲｵﾏｽボイラー導入計画を策定 

• 町内事業者による木質燃料製造・運搬の模索 

• 木質燃料の品質維持・安定供給体制の構築 

• 平成31年度以降 公共施設への木質ﾊﾞｲｵﾏｽﾎﾞｲﾗの導入 

木質ﾊﾞｲｵﾏｽの地域利用を進めていく  

 ⇒ 化石燃料に頼らない持続可能で自立した循環型社会 

 



ご清聴ありがとうございました！ 

 


